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△ 補償金の収益計上時期

Q :当社が入居しているビルが、老朽化に
より建て替えられることになり、ビルの所有

者から2年分の休業補償金を受け取りました。

この補償金については、どのように処理す

ればよいのでしょうか。なお、この補償金は、

契約により一切返還の必要はありません。

A ●
■ 補償金の全額をその支払いを受けた日

の収益として計上しなければなりません。

【解説】

将来の逸失利益や、将来の経費発生に対す

る補償として、営業補償金や経費補償金等の

名目で、数年分を一括して受領することがあ

ります。

この補償金等の収益計上時期については、

将来の数年分以上にわたる補償金である以上、

その算定基礎に従って毎期合理的に分割して

収益計上すべきものであって、未経過分は前

受経理することが妥当という考え方もありま

す◎

しかし、補償金を受領した時点においてす

でに返還する必要がないものについては、税

務上はすでに確定した収入と認められますの

で、その受領した時点において収益計上すべ

きこととされています。

ご質問の場合も、ビルの所有者との契約に

より、収受した休業補償金は一切返還を要し

ないとのことですから、受領した時点におい

てすでに確定した収入となり、その支払いを

受けた日の収益として計上することになりま

す 。


